
事業事前評価表

１．案件名

国名：ラオス人民民主共和国

案件名：ラオス日本センター・ビジネス人材育成プロジェクト

    Project for the Capacity Development of Business Persons through Laos-Japan Human Resource 
Development Institute 

２．協力概要

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

本プロジェクトはラオス人民民主共和国（以下、｢ラオス｣と記す）において、ラオス日本セ

ンター（Laos-Japan Human Resource Development Institute：LJI）*のスタッフの能力強化を通じ、

カウンターパートの現場に即した調査能力向上、一般ラオス人に対する実践的なビジネス知識

の普及、ビジネス人材ネットワークの構築を行うことにより、ビジネス人材育成機関としての

ラオス日本センターの機能強化を図ることを目的とする。

* 後述するが、ラオス日本センターは、2010 年 5 月、センターから学部と同レベルのインスティテュ

ートに格上げされた。それに伴い略称を LJC から LJI に変更した。なお、日本名はラオス日本人材開

発センターからラオス日本センター（注：インスティテュートとは呼ばない）に変更された。

（２）協力期間

2010 年 9 月～2014 年 8 月（4 年間）

（３）協力総額（日本側）

総額 4.5 億円 

（４）協力相手先機関 

ラオス教育省、ラオス国立大学（NUOL）

（５）国内協力機関

日本センター事業支援委員会

（６）裨益対象者及び規模など

・LJI で行われるビジネスコースに参加する企業経営者・従業員、政府機関関係者（年間推

定約 120 人）

・LJI カウンターパート、職員、NUOL 講師（約 40 人）

３．協力の必要性・位置づけ

（１）現状及び問題点

1986 年に「ラボップ・マイ（新経済メカニズム）」を導入して以降、ラオスは国営・公営企

業の独立採算制の導入及び民営化、国内経済・貿易自由化政策の導入などを通じ、市場経済化

を推進してきた。同国の経済は順調に成長し、1997 年に発生したアジア経済危機の影響を受

けたものの、1999 年には回復に転じ、2008 年の GDP 成長率は 7.2％、2009 年には 6.5％に達

している。

しかし、ラオスは内陸国、小規模な人口（約 560 万人）、希薄な人口密度、インフラ整備の
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遅れによる国内市場の未統合といった経済開発上の制約を抱えている。加えて、若年層人口の

急激な増加が続き、労働人口の増加が見込まれているが、市場経済化に対応するための専門知

識を兼ね備えた人材が不足するとされており、これを担うビジネス人材の育成が重要な政策課

題となっている。 
ラオスは、2015 年に ASEAN 経済統合をめざしており、関税撤廃をはじめ海外直接投資を

促進するための環境整備に力を入れている。一方、域内関税の引き下げに伴い、近隣国から安

価な産品が流入し、貿易赤字がさらに拡大することも危惧されており、ASEAN 統合を乗り越

えることができる民間セクターの強化が急務となっている。  
2001 年から日本が支援してきたラオス日本センターは、ラオスのビジネス人材育成におい

て先進的な役割を果たしてきた。しかし、2015 年の ASEAN 統合に向けた様々な課題に対処

できる高度なビジネス人材を自立的に育成するため、現在組織強化を図る必要性に迫られて

いる。 
以上、ラオスの経済状況、及び市場経済化に資するビジネス人材育成を行ったラオス日本人

材開発センタープロジェクト（フェーズ 1 及びフェーズ 2）の教訓と課題を踏まえ、ラオスの

民間セクター開発の一層の促進と LJI の自立発展可能な組織強化をめざして、本プロジェクト

を実施するものである。 
 
（２）JICA の過去の取り組み・実績 
   我が国では、ラオスの市場経済移行にかかる人材育成の一環として「ラオス日本人材開発セ

ンタープロジェクト」を 2001 年から 2010 年（フェーズ 1・2、各 5 年間）まで、NUOL をカ

ウンターパートとして実施してきた。同プロジェクトは当初、NUOL 経済経営学部支援と同一

プロジェクトとして運営されてきたが、それぞれの活動の活発化と規模拡大に伴い、フェーズ

1 の最終年度の 2004 年度から別プロジェクトとして実施されることになった。 
この 10 年間、ラオス日本センターはラオスにおけるビジネス人材育成機関のパイオニアと

して、市場経済化を牽引する人材を育成してきた。ラオスにおけるビジネス人材が圧倒的に不

足しているなか、基礎的なビジネス知識を備えたラオス人学生を 4,200 人あまり輩出し、社会

人に対する短期かつ実践的なビジネスコースを通じ、企業で即戦力となる人材を 2,700 名あま

り育成してきた。また、経済経営学部と合同の MBA プログラムを立ち上げ、卒業生（1 期生）

35 人を送り出した（2 期生は 38 人）。 
2010 年 3 月に実施された終了時評価調査（フェーズ 2）では、設定されたプロジェクト目標

はおおむね達成される見込みであり、ラオス日本センターが市場経済化を促進する人材育成に

資する事業活動と管理運営の基盤を構築しつつあることが確認された。また、ラオス日本セン

ターは 2010 年 5 月、過去約 10 年間の実績が認められ、センターから学部と同レベルのインス

ティテュートに格上げされた。インスティテュートでは公務員の追加配置や学位の授与が可能

になるなどの措置が取られたが、これに見合う高度ビジネス人材の育成と、それを実現する組

織体制の強化が課題となっている。このため同調査では、「インスティテュート化に向けたセ

ンター運営体制の更なる強化」及び「ASEAN 統合に資するビジネス人材の育成」が提言され

た。 
 
（３）相手国政府国家政策上の位置づけ 
   ラオスは「国家成長・貧困撲滅戦略（NGPES）」（2004 年１月）、「第 6 次社会経済 5 ヵ年開

発計画」（2006 年 3 月）に基づき、「2020 年までに後発開発途上国を脱却すること」を最上

位目標として掲げている。このなかで民間セクターの育成は経済成長、政府の税収基盤強化に
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とって不可欠であるとともに、今後急増する若年労働人口のための雇用創出、貧困削減、更に

は社会安定の観点からも極めて重要な課題であることから、中小企業育成や民間人材育成が強

化されている。同時にラオスは 1997 年に ASEAN に加盟するとともに、後年 AFTA（ASEAN
自由貿易地域）にも参加し、2015 年の ASEAN 経済統合に向けて環境整備を進めている。こ

の ASEAN 経済統合も、ラオスの民間セクターの更なる発展に資するものとして積極的に推進

されている。本プロジェクトは LJI における活動を通じて、ASEAN 経済統合を迎えるラオス

の民間セクター開発に資するビジネス人材育成を担うものとして位置づけられる。 
 
（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ） 
   我が国の対ラオス国別援助計画（2006 年 9 月）では、基本方針として「貧困削減及び人間

開発に向けたラオスによる自助努力を支援するとともに、グローバル経済及び地域経済への統

合に向けて、自主的・自立的かつ持続可能な経済成長を実現するためのラオスによる自助努力

を支援する」を掲げている。また、3 つの援助目標の一つに「自立的・持続的成長の原動力と

なる経済成長を促進すべく、その基盤造りを支援する」ことを掲げ、6 つの重点分野の一つと

して「民間セクター強化に向けた制度構築及び人材育成」をあげている。 
以上を受けて、JICA の対ラオス事業実施計画では「民間セクター強化に向けた人材育成プ

ログラム」が形成されている。本プロジェクトは同プログラムの主要事業の一つとして位置づ

けられるものである。 
 
４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
（１）協力の目標（アウトカム） 

１）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
【プロジェクト目標】 

 ビジネス人材育成機関としての LJI の機能が強化される。 
【指標】 

1.ラオス側のイニシアチブで 2014 年度 LJI 管理運営計画が策定される。 
2.LJI 支出の 80％以上がラオス側（自己収入含む）によってカバーされる。 
3.プロジェクト終了後の LJI 中期事業計画（5 ヵ年）がラオス側のイニシアチブにより策

定される。 
4.民間セクターで活躍する LJI ビジネスコース（MBA 含む）の修了生が 460 名を超える。

5.LJI がビジネス人材育成機関のハブとして、国内外の団体（政府機関、民間企業、商工

会議所、大学、NGO など）とネットワークを構築する（ビジネス関連イベント共催・

講師派遣・研修生受入れなど）。  
２）協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 
ASEAN 経済統合に対応できるビジネス人材が、LJI で継続的に育成される。 

【指標】 
民間セクターで活躍する LJI ビジネスコース（MBA 含む）の修了生が毎年 115 人輩出さ

れる。 
 
 

ⅲ



（２）成果（アウトプット）と活動 
＜アウトプット、そのための活動、指標・目標値＞ 
【成果 1】 

LJI スタッフの企業現場に即した調査能力が向上する。 
【指標】 

1-1.LJI スタッフの調査及び企業診断にかかる能力の評価結果が、毎年前年度を上回る。

1-2.プロジェクト終了までに、ビジネスマネジメント・ジャーナルの発行回数が 4 回、現

場調査・コンサルテーションのレポート（及びプレゼン）数が 24 回を超える。 
【活動】 

1-1.調査・研究活動にかかる年間活動計画を策定する。 
1-2.LJI 調査・研究スタッフの育成・研修（スキルアップ）計画を策定する。 
1-3.上記計画に基づき LJI 調査・研究スタッフの育成（OJT、研修など）・評価を行う。 
1-4.MBA 修了生に対するフォローアップ（現場指導、コンサルテーション、セミナーな

ど）を通じ、調査結果を取りまとめる。 
1-5.一般ビジネスコースの受講企業などを対象とした、実践的なフィールド調査を実施

し、成果を取りまとめる。 
1-6.上記調査成果をビジネス・フォーラムなどで発表する。 

 
【成果 2】 
実践的な知識を身に付けることができるビジネス人材育成コースが運営できるようにな  

る。 
【指標】 

2-1.LJI スタッフが策定したビジネスコースの年間運営計画 
2-2.MBA コースの実施回数が 4 回、一般ビジネスコースの回数が 16 回、現地コンサルテ

ーションの回数が 24 回を超える。 
2-3.ビジネスコース修了生の修了時及び事後アンケート調査結果で満足度が 80％以上の

高い結果となる。 
2-4.現地講師によるビジネスコース（一般ビジネスコース、MBA、現場指導）の講義時間

数 
【活動】 

2-1.ASEAN 統合に対応するビジネス人材育成を行うためのニーズ調査を定期的に実施す

る。 
2-2.人員計画と予算計画を伴うビジネスコース（MBA、個別診断・現場指導を含む一般ビ

ジネスコース）の年間運営計画を策定する。 
2-3.コース運営管理とコース実施（講義）に必要なラオス人材の育成計画を策定する。 
2-4. NUOL 講師を含むラオス人講師の育成を行う（講師研修実施）。 
2-5. LJI スタッフの主体性によるビジネスコースの運営、管理、モニタリングを行う。 

 
【成果 3】 

LJI がビジネス人材ネットワークのハブとなる。 
【指標】 

3-1.MBA 同窓会のデータベースがアップデートされ、イベント開催や発行物送付時に活

用される。 
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3-2.MBA 修了生に対するフォローアップ活動（現場指導、セミナーなど）の回数が、プ

ロジェクト終了までに 8 回を超える。 
3-3.ビジネス・フォーラム〔NUOL 他学部、外部機関（他省庁・ラオス国立商工会議所・

ビエンチャン日本商工会議所・現地日系企業）の参加による〕の開催回数合計が、プ

ロジェクト終了までに 8 回を超える。 
3-4.ビジネス・フォーラムの参加者数（累計）がプロジェクト終了までに 280 人を超える。

3-5.両国の企業間連携・交流、外部団体との連携につながった相互理解活動数がプロジェ

クト終了までに 20 回、参加者数が 700 人を超える。 
3-6.日メコン地域協力に資するビジネス人材育成分野での共通研修、相互交流、セミナー

の開催回数の合計がプロジェクト終了までに 8 回、参加者数が 280 人を超える。 
【活動】 

3-1.同窓会会員データベースの維持管理を行う。 
3-2.同窓会の会員に対する定期的なフォローアップ活動（現場指導、コンサルテーション、

セミナーなど）を実施する。 
3-3.同窓会会員、外部機関（中央銀行、商工会議所、大学など）の参加によるビジネス・

フォーラムを開催する。 
3-4.外部機関とのネットワーキングに資する相互理解促進・図書館事業の実施を支援す

る。 
3-5.日メコン地域協力推進に資するビジネス人材育成分野での共通研修、相互交流、セミ

ナーを実施する。 
 

【成果 4】 
LJI スタッフによる自立的な運営管理体制が構築される。 

【指標】 
4-1.組織機能図が LJI スタッフによって作成され、定期的にアップデートされる。 
4-2.年間事業計画が LJI スタッフによって毎年度策定される。 
4-3.年度予算計画が LJI スタッフによって毎年度策定される。 
4-4.モニタリング報告書が年 2 回、LJI スタッフによって作成される。 
4-5. LJI 中期事業計画（5 ヵ年）が 2014 年のプロジェクト終了までに LJI スタッフによっ

て作成される。 
4-6.人材育成計画が LJI スタッフによって策定される。 
4-7.「MBA プログラム」及び「実践ビジネスコース」の新カリキュラムの告知・募集用

素材の作成・配布・プレゼンテーションが自立的に実施される。 
4-8.「起業家育成コース」修了者の起業総件数が年間 2 件以上となる。 
4-9.「実践ビジネスコース」修了者企業の従業員の増員が終了 1 年後 10％以上となる。 
4-10.「運営管理担当マニュアル」が作成される。 
4-11.現地人講師全員がプロジェクト 2 年目で講義全体の 50％を担当できる。 

【活動】 
4-1.LJI スタッフと日本人専門家の TOR と責任権限を明記した組織機能図を策定し、定期

的にアップデートする。 
4-2.年間事業計画と年度予算計画を策定し、これに基づく事業を実施する。 
4-3.スタッフの人材育成（スキルアップ）計画を策定し、実施する。 
4-4.年間事業計画に基づいた活動の進捗を定期的にモニタリングし、報告書を作成する
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（半年に一度）。 
4-5.活動 4-4 のモニタリング報告書を基礎に、年間事業計画の修正と実施上の改善を行う。

4-6.プロジェクト終了後の LJI の運営上の方針と主要活動を検討・計画し、LJI 中期事業計

画（5 ヵ年）に取りまとめる。 
4-7.「MBA プログラム」及び「実践ビジネスコース」の募集活動を自立的に実施する。 
4-8.修了生に対する定期的モニタリングの実施と報告を行う。 
4-9.ビジネスコース修了者企業に対する定期的モニタリングの実施と報告を行う。 
4-10.運営管理担当マニュアルを作成する。 
4-11.現地人講師に対する技術移転の事例をレポートにまとめる。   

 
（３）投入（インプット） 

１）日本側（総額 4.5 億円） 
長期専門家派遣 所長 1 名、業務調整員/連携・組織運営体制強化 1 名 
短期専門家派遣（ビジネスコース運営管理、ビジネスコース講師） 
研修員受入れ 
機材供与 
その他 

２）ラオス側  
カウンターパート配置 ローカルコスト負担 
施設・設備の提供（光熱水道費など） 

 
（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

１）成果（アウトプット）達成のための外部条件 
・プロジェクト期間中に、LJI の必要予算が教育省より確保される。 
・外部機関（日系企業、商工会議所、他省庁など）からの支援が継続して得られる。 

２）プロジェクト目標達成のための外部条件 
・「国家社会経済 5 ヵ年開発計画」において、持続的な経済成長及び民間セクターの育  

成という方針に変更がない。 
３）上位目標達成のための外部条件 

・ASEAN 統合後もラオスの政治体制が安定する。 
・ラオスの市場経済化政策に変更がない。 
・世界的な経済情勢が極端に悪化しない。 

 
５．評価 5 項目による評価結果 
（１）妥当性 

本プロジェクトのプロジェクト目標及び上位目標は、「国家社会経済開発計画」に示されて

いる持続的な経済成長と、全分野における人材育成というラオスの国家政策と合致している。

また我が国の対ラオス援助重点分野など 6 分野うち、民間セクター振興に向けた人材育成が

掲げられており、産業人材育成を目的とする本プロジェクトとの整合性は高い。同時に

ASEAN 地域は外交戦略上の重点地域として位置づけられているが、同地域の発展のためハー

ド及びソフト両面でのインフラ整備に重点が置かれており、日本の援助方針とも合致する。 
2015 年の ASEAN 統合が差し迫るなか、同国の経済発展を持続させるには国際競争力強化

が急務の課題であり、産業界を活性化し、牽引する人材の育成が必要である。フェーズ 2 同
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様、一般ビジネスコース、MBA コース、現場指導などのサービスは引き続き提供されるもの

の、本プロジェクトではかかる人材育成のみならず、日本センターのビジネスネットワーク

の「ハブ」的な機能を強化していくことをめざしている。すなわち、日本センターが MBA
取得者をはじめとする修了生と産業関連団体とのネットワークを形成し、ASEAN 統合に適応

しうるビジネスノウハウ、課題を共有し、同時に持続的な民間セクター活性化のための政策

提言の発信拠点としての役割を担い、これを実現するための組織強化をめざしている。ゆえ

に、ラオスのニーズに合致している。 
上記のことから、本プロジェクトの実施は妥当性が大変高いと判断できる。 

 
（２）有効性 

成果 1～3 は、それぞれの成果が相乗的な効果を発現させるような仕組みとなっている。 
すなわち、センタースタッフの調査能力の向上（成果 1）、現場指導能力の向上（成果 1）

を図り、その現場指導の経験に基づいた企業現場の実態にかかる調査を行い（成果 1）、日本

センターが「ハブ」として、修了生に対するフォローアップ活動、外部機関参加によるビジ

ネスフォーラムの開催により、民間セクター・企業活動の実態にかかる情報・政策提言の発

信拠点として機能する（成果 3）ことをめざしている。更には、スタッフが現場指導の経験

（成果 1）、ネットワーク活動（成果 3）で培った知識・情報をもとにした調査（成果 1）の

成果をビジネスフォーラムなどで発信し（成果 3）、企業現場に即した実践的なコースの提供

（成果 2）にもつなげていくことをめざしている。成果 1 から 3 は相互に関連しつつ、ASEAN
統合後の民間セクター振興、競争力強化に直結するようなアプローチが取られている。 
かかる取り組みは、NUOL 主体によるセンター運営によって行われていくことから、セン

ターの自立的な運営能力の向上（成果 4）が図られることで、プロジェクト目標である「ビ

ジネス人材育成機関としての LJI の役割・機能強化」は達成されると期待される。 
以上のことから、本プロジェクトの有効性は高いといえる。 

 
（３）効率性 

本プロジェクトはフェーズ 1、2 を通じ 10 年間にわたって行われた協力を選択的に強化す

る案件であるが、これまでもラオス側よりカウンターパート・運営費の投入が十分に行われ、

高いオーナーシップが確保されてきた。本プロジェクトにおいても JICA からは専門家派遣、

研修員受入れ、ビジネスコースにかかる投入が計画されているものの、 LJI の運営責任はラ

オス側に移管されるほか、日本側投入はビジネス分野を主体として実施されるものとしてい

る。 
2010 年にラオス日本センターは「インスティテュート」に格上げされたが、これに伴うカ

ウンターパートの増員（現行の 16 名から 27 名）が計画されている。また、これまでの協力

の結果としてプロジェクトの事業収入が拡大しており、事業経費の相当部分を自己収入で賄

うことができるようになっている。 
これらにより新たな日本側投入を低く抑えつつ最大限の成果を上げるべく計画されてお

り、効率性は高いと判断される。 
 
（４）インパクト 

プロジェクト目標が達成できた場合、事業を継続して実施していくことができれば上位目

標の達成の可能性は高いと判断できる。ただし、そのためには、成果 4 の組織運営面、及び

財政面での自立発展性の確保がインパクト発現の鍵となってくる。また、上位目標の達成度
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合いは、ASEAN 統合後の当地経済状況に大きく影響されると思われる。 
 
（５）自立発展性 

本プロジェクトはフェーズ 1、2 を通じ、これまでラオス側の高いオーナーシップが確保さ

れてきた。引き続きセンタースタッフ主体によるセンター運営能力の向上（成果 4）をめざし

つつ、ビジネスコーススタッフが自らコース運営を実施する能力を身に付けることで（成果

2）、組織面での自立発展性が確保されることが見込まれる。 
また本プロジェクトでは、新たにセンタースタッフの調査能力・現場指導能力向上（成果 1）

と現場指導の実施（成果 2）、ラオス人講師の育成（成果 2）が活動に含まれており、技術面で

の自立発展性も確保できることが期待できる。 
なお、フェーズ 2 ではセンター運営費の 63％（フェーズ 2 終了時評価時点）をラオス側が

負担するなど、高い財政面での自立発展性が確保されてきたが、本プロジェクトにおいてさら

に運営費の負担率を維持・拡大していくことが期待される。 
 

６．貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 
  本プロジェクトでは貧困・ジェンダー・環境面に直接悪影響を及ぼすことは想定されない。 
 
７．過去の類似案件からの教訓の活用 
＜ラオス日本人材開発センタープロジェクト（フェーズ 1・2）からの教訓＞ 
 ラオス日本人材開発センタープロジェクトは、NUOL 経済経営学部支援と同一のプロジェクトと

して開始された経緯があることから、大学側の強いオーナーシップのもと、十分な人数の公務員の

配置やラオス人講師による講義が実施されてきた。さらに、フェーズ 2 では経済経営学部との合同

MBA プログラムの成功とそれに伴う収入の向上により、センター収支の大幅な改善を実現してい

る。先方のオーナーシップと現地のニーズに基づいた柔軟性のある事業実施が、今回実施される「ラ

オス日本センター・ビジネス人材育成プロジェクト」においても重要であり、ラオス側主体のセン

ター運営を一層促進するとともに、定期的なニーズ調査によるビジネスコースのカリキュラム見直

しを行っていく。 
 
８．今後の評価計画 
2012 年 8 月頃 中間レビュー 
2014 年 2 月頃 終了時評価 
2017 年    事後評価（予定） 
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